
－316－

問題 １

【所得金額の計算】 （単位：円）

区　　　　　　　分 金　　　額

当期純利益又は当期欠損の額

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

区　　　　　　　分 金　　　額

減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

仮　　　　　　　　　　　計

合　　　　　　　計

差　　　引　　　計

総　　　　　　　計

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額

№ １



－317－

【利益積立金額の計算に関する明細書】 （単位：円）

区　　　　　　　　　　分
期　首　現　在

利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

利 益 準 備 金 4≤000≤000

土 地 Ｆ 計 上 も れ １28≤000

仮 払 交 際 費 認 定 損 △１80≤000

売 上 割 戻 し 否 認 650≤000

賞 与 引 当 金 繰 入 超 過 額 7≤600≤000

繰 越 損 益 金

納 税 充 当 金

未 納 法 人 税 及 び 未 納 地 方 法 人 税 △� １9≤500≤000 △�
中間 △�

確定

未 納 住 民 税 △� 3≤800≤000 △�
中間 △�

確定

差 引 合 計 額

№ 2



－318－

【計算過程− １−】 （単位：円）

【租税公課に関する事項】

【減価償却等に関する事項】

（次ページへ）

№ 3



－319－

【計算過程− ２−】 （単位：円）

【受取配当等に関する事項】

№ 4



－320－

【計算過程− ３−】 （単位：円）

【交際費等に関する事項】

【寄附金に関する事項】

【その他の事項】

№ 5



－321－

問題 ２

計算書類原案の当期純利益の額の修正 （単位：円）

区　　　　　　　　　　　分 加　減 調　　　整　　　額

損益計算書原案の当期純利益 ＋ 84≤300≤000

修 正 後 の 当 期 純 利 益

計算の過程⑴

【同族会社の判定、みなし役員及び使用人兼務役員の判定】

№ １



－322－

計算の過程⑵ （単位：円）

【租税公課等】

【交際費等】

№ 2



－323－

計算の過程⑶ （単位：円）

【減価償却資産】

【貸倒損失】

№ 3



－324－

計算の過程⑷ （単位：円）

【貸倒引当金】

№ 4



－325－

計算の過程⑸ （単位：円）

【給与】

№ 5



－326－

所得金額の計算 （単位：円）

区　　　　　　　分 金　　　額 所得金額に関する計算又は検討過程

当　　期　　純　　利　　益 ※　前項までに指定された事項以外の事

項に限る。

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

減

　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

仮　　　　　　　　　　　計

所　　　得　　　金　　　額

№ 6



－327－

法人税額の計算 （単位：円）

区　　　　　　　　　分 金　　　額

所 得 金 額 　≤000

法 人 税 額

特 別 控 除 額

留 保 金 に 対 す る 税 額

法 人 税 額 計

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額

差 引 確 定 法 人 税 額

法 人 税 額 の 計 算 又 は 検 討 過 程

№ 7



－328－

問題 ３

【所得金額の計算】 （単位：円）

内　　　　　　　　　　容 総　　　　　額
処　　　　　分

留　　　　　保 社　外　流　出

当　　期　　純　　利　　益
配　当

その他

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

減

　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

仮　　　　　　　　　　　計

合計・差引計・総計

所　　　得　　　金　　　額

№ １



－329－

【計算過程⑴】 （単位：円）

【同族会社の判定】

【役員給与に関する事項】

【租税公課等に関する事項】

№ 2



－330－

【計算過程⑵】

【自己株式に関する事項①】

※　前期及び当期における自己株式に関する取引について、法人税法上の取扱いを述べなさい。

（自己株式の取得による資本金等の額の異動について）

（自己株式の取得による利益積立金額の異動について）

（自己株式の譲渡による資本金等の額の異動について）

（自己株式の譲渡による利益積立金額の異動について）

（自己株式の譲渡のために要した費用について）

№ 3



－331－

【計算過程⑶】 （単位：円）

【自己株式に関する事項②】

※　自己株式に関する当期の別表五㈠を完成させなさい。

なお、②欄の記入については、株式数の比で按分した金額を記入すること。

別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書（一部抜粋）

区　　　　　　　　　　分

期　首　現　在

利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

① ② ③ ④

別表五㈠Ⅱ　資本金等の額の計算に関する明細書（一部抜粋）

区　　　　　　　　　　分

期　首　現　在

資本金等の額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

資本金等の額減 増

① ② ③ ④

資 本 金

（計算過程）

№ 4



－332－

【計算過程⑷】 （単位：円）

【交際費等に関する事項】

【配当等及び土地の譲渡に関する事項】

Ｘ社株式について

Ｆ土地の譲渡について

№ 5



－333－

【計算過程⑸】 （単位：円）

【減価償却資産に関する事項】

【ノーハウに関する事項】

ノーハウの提供を受けるための頭金１≤000≤000円について、法人税法上繰延資産に該当するか否か理由を付して答えな

さい。

№ 6



－334－

【計算過程⑹】 （単位：円）

【債権に関する事項】

№ 7



－335－

【計算過程⑺】 （単位：円）

【債権放棄に関する事項】

本問の債権放棄について、所得計算への影響を理由を付して述べるとともに、別表五㈠Ⅰを記入しなさい。

別表五㈠Ⅰ　利益積立金額の計算に関する明細書（一部抜粋）

区　　　　　　　　　　分

期　首　現　在

利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

① ② ③ ④

【寄附金に関する事項】

【Ｇ土地の取得に関する事項】

№ 8



－336－

問題 ４

Ⅰ　所得の金額の計算に関する明細書 （単位：円）� （単位：円）

区　　　　　　　分 総　　　額

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額

加

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

減

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　算

小　　　　　　　　　計

仮　　　　　　　　　　　計

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額

法人税額から控除される所得税額

税額控除の対象となる外国法人税の額

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計

所　　　得　　　金　　　額

№ １



－337－

所得の金額の計算に関する計算過程（その １） （単位：円）

【租税公課に関する事項】

【減価償却に関する事項】

№ 2



－338－

所得の金額の計算に関する計算過程（その ２） （単位：円）

【配当等に関する事項】

Ｄ社株式が、法人税法第23条《受取配当等の益金不算入》第 5項に規定する完全子法人株式等に該当するか否か説明し

なさい。

Ｆ社が、法人税法第23条の 2《外国子会社から受ける配当等の益金不算入》第 １項に規定する「外国子会社」に該当す

るか否か説明しなさい。

№ 3



－339－

所得の金額の計算に関する計算過程（その ３） （単位：円）

【保険金に関する事項】

【交際費等に関する事項】

№ 4



－340－

所得の金額の計算に関する計算過程（その ４） （単位：円）

【債権等に関する事項】

№ 5



－341－

所得の金額の計算に関する計算過程（その ５） （単位：円）

【外貨建資産等に関する事項】

【その他の事項】

№ 6



－342－

Ⅱ　法人税額の計算 （単位：円）

区　　　　　　　　　分 金　　　額

所 得 金 額 　≤000

法 人 税 額

特 別 控 除 額

課 税 留 保 金 額

同 上 に 対 す る 税 額

法 人 税 額 計
（ ）

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額

差 引 確 定 法 人 税 額

法 人 税 額 の 計 算

【留保金課税に関する事項】

【控除税額に関する事項】

№ 7



－343－

問題 ５

Ⅰ　納付すべき法人税額の計算 （単位：円）

区　　　　　分 税率 金　　　額 計　　　算　　　過　　　程

所　　得　　金　　額 　≤000

法
人
税
額
の
計
算

法　　人　　税　　額

法 人 税 額 計

控 除 税 額

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額

この申告により納付すべき法人税額

№ １



－344－

Ⅱ　別表五㈠　「Ⅰ利益積立金額の計算に関する明細書」 （単位：円）

区　　　　　　　　　　分

期　首　現　在

利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

① ② ③ ④

利 益 準 備 金 300≤000

器 具 備 品 減 価 償 却 超 過 額 １4≤584

貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額（一 括） 23≤000

繰 越 損 益 金

納 税 充 当 金

未 納 法 人 税 及 び 未 納 地 方 法 人 税 △� △�
中間 △�

△�
確定 △�

未 納 住 民 税 △� △�
中間 △�

差 引 合 計 額

Ⅲ　別表五㈠　「Ⅱ資本金等の額の計算に関する明細書」 （単位：円）

区　　　　　　　　　　分

期　首　現　在

資本金等の額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

資本金等の額減 増

① ② ③ ④

資 本 金 33≤250≤000

資 本 準 備 金

差 引 合 計 額 33≤250≤000

№ 2



－345－

Ⅳ　別表五㈡　「租税公課の納付状況等に関する明細書」〈抜粋〉 （単位：円）

税目及び事業年度

期 首 現 在
未 納 税 額

当 期 発 生
税　　　額

当期中の納付税額
期 末 現 在
納 付 税 額充当金取崩し

による納付
仮 払 経 理
による納付

損 金 経 理
による納付

① ② ③ ④ ⑤ ①＋②−③
−④−⑤

法
人
税
及
び
地
方
法
人
税

Ｒ6 ≥ 4 ≥ １
〜Ｒ 7 ≥ 3 ≥3１

当 期 中 間 分

当 期 確 定 分

住

　民

　税

Ｒ6 ≥ 4 ≥ １
〜Ｒ 7 ≥ 3 ≥3１

当 期 中 間 分

当 期 確 定 分

事

　業

　税

Ｒ6 ≥ 4 ≥ １
〜Ｒ 7 ≥ 3 ≥3１

当 期 中 間 分

納　税　充　当　金　の　計　算

期 首 納 税 充 当 金

繰
入
額

損金の額に算入した納税充当金

取
崩
額

法 人 税 ・ 住 民 税

事 業 税

期 末 納 税 充 当 金

№ 3



－346－

計算過程⑴ （単位：円）

租税公課に関する事項

固定資産に関する事項

№ 4



－347－

計算過程⑵ （単位：円）

減価償却に関する事項

№ 5



－348－

計算過程⑶ （単位：円）

受取配当等に関する事項

源泉徴収税額に関する事項

№ 6



－349－

計算過程⑷ （単位：円）

寄附金に関する事項

№ 7



－350－

計算過程⑸ （単位：円）

債権等に関する事項

その他の事項

№ 8



－351－

問題 ６

問 １

⑴
適切なものに○を付しなさい。

甲社及び乙社の合併は適格合併に　　　　　　　　　　該当する　　　　　　　　　　　　該当しない

⑵ ⑴の判断理由を解答しなさい。

№ １



－352－

問 2

【乙社に関する事項】

乙社　計算過程⑴ （単位：円）

租税公課に関する事項

減価償却資産に関する事項

　

№ 2



－353－

乙社　計算過程⑵ （単位：円）

債権に関する事項

№ 3



－354－

乙社　計算過程⑶ （単位：円）

交際費等に関する事項

その他の事項

乙社が支出した開発費は法人税法においてどのような取扱いがされるか答えなさい。

№ 4



－355－

乙社　別表一 （単位：円）

内　　　　　　　　　容 金　　　額

所 得 金 額 　≤000

法 人 税 額

特 別 控 除 額

留 保 金 に 対 す る 税 額

法 人 税 額 計

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額

差 引 確 定 法 人 税 額

法 人 税 額 の 計 算 及 び 検 討 過 程

〔税率適用区分〕

〔法人税額〕

乙社　別表四 （単位：円）

内　　　　　　　　　容 金　　　額

当　　期　　利　　益

加

　
　
　
　
　
　
　算

加 算 小 計

減

　
　算

減 算 小 計

仮　　　　　　　計

合計・差引計・総計

所 得 金 額

所得金額に関する計算又は検討過程

※　前項までに指定された事項以外の事

項に限る。

№ 5



－356－

【甲社に関する事項】

甲社　計算過程⑴ （単位：円）

租税公課に関する事項

減価償却資産に関する事項　※別表五㈠Ⅰ（一部抜粋）について必要な箇所に金額を記入しなさい。

別表五㈠Ⅰ（一部抜粋）

区　　　　　　　　　　分
期　首　現　在

利益積立金額

当　期　の　増　減 差引翌期首現在

利益積立金額減 増

工場用建物Ａ減価償却超過額

機 械 装 置 Ｂ 減 価 償 却 超 過 額

№ 6



－357－

甲社　計算過程⑵ （単位：円）

債権に関する事項

Ｅ社に対する債権の切捨額は法人税法上どのような取扱いがされるか答えなさい。

№ 7



－358－

甲社　計算過程⑶ （単位：円）

給与に関する事項

Ｉ氏に対する報酬の額が定期同額給与に該当するか否かを答えなさい。

Ｋ氏に対する報酬の額が事前確定届出給与に該当するか否かを答えなさい。

甲社　別表一 （単位：円）

内　　　　　　　　　容 金　　　額

所 得 金 額 　≤000

法 人 税 額

特 別 控 除 額

留 保 金 に 対 す る 税 額

法 人 税 額 計

控 除 税 額

差引所得に対する法人税額 00

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額

差 引 確 定 法 人 税 額

法 人 税 額 の 計 算 及 び 検 討 過 程

〔税率適用区分〕

〔法人税額〕

№ 8



－359－

甲社　別表四 （単位：円）

内　　　　　　　　　容 金　　　額 所得金額に関する計算又は検討過程

当　　期　　利　　益

加

　
　
　
　
　
　
　算

加 算 小 計

減

　
　
　
　
　算

減 算 小 計

仮　　　　　　　計

合計・差引計・総計

所 得 金 額

※　前項までに指定された事項以外の事

項に限る。

№ 9


